
「母子家庭等対策総合支援事業費の国庫補助について」の一部改正新旧対照表（案）   



新   旧   

別 紙   別 紙   

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金交付要綱   母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金交付要綱   

（通則）   （通則）   

1母子家庭対策等総合支援事業費国庫補助金については、予算の範囲内において交付するも  1母子家庭対策等総合支援事業費国庫補助金については、予算の範囲内において交付するも   
のとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助  のとし、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）、補助   
金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和30年政令第255号。以下   金等に係る予算の執行の適正化に関する泣律施行令（昭和30年政令第255乳以下   

「適正化法施行令」という。）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年令   「適正化法施行令」という。）及び厚生労働省所管補助金等交付舶（矧2年貰孟芸令   

第6号）の規定によるほか、この交要綱の定めるところによる。   第6号）の規定によるほか、この交付要綱の定めるところによる。   

（交付の目的）   （交付の目的）   

2 この補助金は、別表の第1欄に掲げる母子家庭等対策総合支援事業の実施に要する経費に  2 この補助金は、別表の第1欄に掲げる母子家庭等対策総合支援事業の実施に要する経費に   

対し補助金を交付し、・もって地域における母子家庭等対策の一層の普及促進を図ることを目  対し補助金を交付し、もって地域における母子家庭等対策の一層の普及促進を図ることを目   

的とする。   的とする。   

（交付の対象）   （交付の対象）   

3この補助金の交付の対象となる事業（以下「交付対象事業」という。）は、次の事業とする。  
月11日雇児発第111100】号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知の別紙「児童虐待・D  

Ⅴ対策等総合支援事業及び母子家庭等対策総合支援事業実施要綱」の第2の2に定める次の  

事業とする。  

（1）平成20年7月22日雇児発第0722003号「母子家庭等就業・自立支援事業の実施について」   

に基づき、都道府県、指定都市、中核市、市（指定都市及び中核市を除き、特別区を含む。  じ。）及び福祉事務所を設置する町村が行う母子家庭等就業・自立支援事業  
以下同じ。）及び福祉事務所を設置する町村が行う母子家庭等就業・自立支援事業  

（2）平成15年6月18日雇児発第0618003号「母子家庭専日常生活支凄事業の実施について」に   （2）都道府県、指定都市及び中核市が行う母子家庭等日常生活支援事業並びに市町村（指定   

基づき、都道府県、措定都市及び中核市が行う母子家庭等日常生活支援事業並びに市町村  都市及び中核市を除き、特別区を含む。以下同じ。）が行う事業に対して都道府県が補助す   

（指定都市及び中核市を除き、特別区を含む。以下同じ。）が行う事業に対して都道府県が  

補助する事業  

（3）平成15年6月18日雇児発第0618005号「ひとり親家庭生活支援事業の実施について」に基   

ヱ皇」都道府県、指定都市及び中核市が行うひとり親家庭生活支援事業並びに市町村が行  

う事業に対して都道府県が補助する事業  

（4）平成15年6月30日雇児発第0630009号「母子家庭自立支援給付金事業の実施について」に   

基づき、都道府県、指定都市、中核市、市及び福祉事務所を設置する町村が行う母子家庭  
自立支援給付金事業  

（5）平成19年4月17日雇児発第0417003号「母子自立支援プログラム策定等事業の実施につい   
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ログラム策定等事業  て」に基づき、都道府県、指定都市、中核市、市及び福祉事務所を設置する町村が行う母   

子自立支援プログラム策定等事業   

（交付額の算定方法）  

4 この補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。ただし、算出された合計   

額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。  

（1）3の（5）以外の事業   

ア 都道府県、指定都市及び中核市が行う事業（3の（1）（4）については市及び福祉事  

務所を設置する町村が行う事業を含む。）   

（ア）別表第2欄の各種目ごとに、第3欄に定める基準額と第4欄に定める対象経費の実支  

出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額  

とを比較して少ない方の額を選定する。   

（イ）（ア）により選定された額（3の（2）の事業については、選定された額から平成1  

5年6月18日雇児福発第0618001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通  

知の「母子家庭等日常生活支援事業の円滑な運営について」の別紙2に定める費用負  

担基準による徴収額を控除した額）に第5欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額  

とする。   

イ 市町村が行う事業に対して都道府県が補助する事業  

アの（ア）に準じて選定された額（3の（2）の事業については、選定された額から平  

成15年6月18日雇児福発第0618001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課  

長通知の「母子家庭等日常生活支援事業の円滑な運営について」の別紙2に定める費用  

負担基準による徴収額を控除した額）に4分の3を乗じて得た額の合計額と、都道府県  

が補助した額の合計額とを比較して少ない方の額に第5欄に定める補助率を乗じて得た  

額を交付額とする。  

（2）3の（5）の事業  

の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交   

付額とする。  
別表第3欄に定める基準額と第4柵に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方  

（交付額の算定方法）  

4 この補助金の交付額は、次により算出された額の合計額とする。ただし、算出された合計   

額に1，000円未満の端数が生じた場合には、これを切捨てるものとする。  

（1）3の（5）以外の事業   

ア 都道府県、指定都市及び中核市が行う事業（3の（1）（4）については市及び福祉事  

務所を設置する町村が行う事業を含む。）   

（ア）別表第2欄の各種目ごとに、第3欄に定める基準額と第4欄に定める対象経費の実支  

出額とを比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額  

とを比較して少ない方の額を選定する。   

（イ）（ア）により選定された額（3の（2）の事業については、選定された額から平成1  

5年6月18日雇児福発第0618001号厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課長通  

知の「母子家庭等日常生活支援事業の円滑な運営について」の別紙2に定める費用負  

担基準による徴収額を控除した額）に第5欄に定める補助率を乗じて得た額を交付額  

とする。   

イ 市町村が行う事業に対して都道府県が補助する事業  

アの（ア）に準じて選定された額（3の（2）の事業については、選定された額から平  

成15年6月18日雇児福発第0618001号厚生労働省雇用均等り已童家庭局家庭福祉課  

長通知の「母子家庭等日常生活支援事業の円滑な運営について」の別紙2に定める費用  

負担基準による徴収額を控除した額）に4分の3を乗じて得た額の合計額と、都道府県  

が補助した額の合計額とを比較して少ない方の額に第5欄に定める補助率を乗じて得た  

額を交付額とする。  

（2）3の（5）の事業  

別表第3欄に定める基準額と第4欄に定める対象経費の実支出額とを比較して少ない方   

の額と、総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交   

付額とする。  

（交付額の下限）  

5牒ない場創こは、交   

付の決定を行わないものとする。   

（交付の条件）  

旦 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  
（1）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承認を受けな  

ければならない。  

（2）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。  

（3）事業により取得し、又は効用の増加した価格が、単価50万円以上の機械及び器具につ   

いては、適正化法施行令第14条第1項第2号の規定により、厚生労働大臣が別に定める  

（交付の条件）  

旦 この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。  

（1）事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、厚生労働大臣の承認を受けな  

ければならない。  

（2）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。  

（3）事業により取得し、又は効用の増加した価格が、単価50万円以上の機械及び器具につ  

いては、適正化法施行令第14粂第1項第2号の規定により、厚生労働大臣が別に定める   



期間を経過するまで厚生労働大臣の承静を受けないで、この補助金の交付の目的に反して   

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。  
（4）厚生労働大臣の承終を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収  

入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。  

（5）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完7後においても善良  

な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。  

（6）この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式第1による調書   

を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び   

証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にはその承終を受けた  

日）の属する年度の終了後5年間保管しなければならない。  

（7）都道府県は、国から概算払いにより間接補助金に係る補助金の交付を受けた場合には、   

当核概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければなら  

ない。  

（8）都道府県は、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、（1）から（6）に掲げ  

る条件を付さなければならない。  

この場合において（1）、（2）及び（4）中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知   

事」と、「国庫」とあるのは「都道府県」と、（3）中「厚生労働大臣の承認」とあるのは   

「都道府県知事の承終」と、（6）中「補助金」とあるのは「間接補助金」と読み替えるも  

のとする。  

（9）（8）により付した条件に基づき都道府県知事が承許する場合に点、あらかじめ厚生労働  

大臣の承静を受けなければならない。  

（10）間接補助事業者から財産の処分による収入の全部又は一部の納付があった場合には、そ  

の納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。   

（申請手続）  

且 この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。  

（1）市及び福祉事務所を設置する町村が実施する母子家庭等就業・自立支援事業、母子家庭  

自立支援給付金事業及び母子自立支援プログラム策定等事業  

市町村長は、別紙様式第2による申請書を都道府県知事が別に定める日までに都道府県   

知事に埠出し、都道府県知事は、前記申請書を受理したときは、必要な審査を行い、適正   

と絡めたときはこれをとりまとめのうえ、毎年度且月末日までに厚生労働大臣に提出する  

ものとする。  

（2）上記（1）以外の事業  

別紙様式第3による申請書を毎年度且月末日までに厚生労働大臣に埠出して行うものと  

する。   

（変更申請手続）  

ユ ニの補助金の交付決定後の事情の変更により、交付申請の内容を変更して追加交付申請等   

を行う場合には、旦に定める申請手続きに従い、毎年度1月末日までに行うものとする。   

期間を経過するまで厚生労働大臣の承瓢を受けないで、この補助金の交付の目的に反して   

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。  
（4）厚生労働大臣の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には、その収   

入の全部又は一部を国庫に納付させることがある。  

（5）事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業の完了後においても善良   

な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。  

（6）この補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした別紙様式第1による調書   

を作成するとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び   

証拠書類を事業完了の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にはその承欝を受けた   

日）の属する年度の終了後5年間保管しなければならない。  

（7）都道府県は、国から概算払いにより間接補助金に係る補助金の交付を受けた場合には、   

当該概算払を受けた補助金に相当する額を遅滞なく間接補助事業者に交付しなければなら   

ない。  

（8）都道府県は、間接補助金を間接補助事業者に交付する場合には、（1）から（6）に掲げ   

る条件を付さなければならない。  

この場合において（1）、（2）及び（4）中「厚生労働大臣」とあるのは「都道府県知   

事」と、咽庫」とあるのは「都道府県」と、（3）中「厚生労働大臣の承軌 とあるのは   

「都道府県知事の承軌 と、（6）中「補助金」とあるのは「間接補助金」と折み替えるも   

のとする。  

（9）（8）により付した条件に基づき都道府県知事が承認する場合には、あらかじめ厚生労働   

大臣の承認を受けなければならない。  

（10）間接補助事業者から財産の処分による収入の全部又は一部の納付があった場合には、そ   

の納付額の全部又は一部を国庫に納付させることがある。  
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（申請手続）  

ヱ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。  

（1）市及び福祉事務所を設置する町村が実施する母子家庭等就業・自立支援事業、母子家庭  

自立支援給付金事業及び母子自立支援プログラム策定等事業  

市町村長は、別紙様式第2による申請書を都道府県知事が別に定める日までに都道府県  

知事に提出し、都道府県知事は、前記申請書を受理したときは、必要な審査を行い、適正   

と絡めたときはこれをとりまとめのうえ、毎年度旦月末日までに厚生労働大臣に提出する  

ものとする。  

（2）上記（1）以外の事業  

別紙様式第3による申請書を毎年度旦月末日までに厚生労働大臣に提出して行うものと  

する。   

（変更中諸手続）  

旦 この補助金の交付決定後の事情の変更により、交付申請の内容を変更して追加交付申請等   

を行う場合には、ヱに定める申請手続きに従い、毎年度別に定める日までに行うものとする。  



（交付決定までの標準的期間）  

旦 国は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則として2か月以内に   

交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。   

（補助金の概算払）  

且 厚生労働大臣は、必要があると諦める場合においては、国の支払計画承認額の範囲内にお   

いて概算払をすることができる。   

（実績報告）  

週 この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。  

（1）市及び福祉事務所を設置する町村が実施する母子家庭等就業・自立支援事業、母子家庭  

自立支援給付金事業及び母子自立支援プログラム策定等事業  

市町村長は、事業が完了した日から起算して1ケ月を経過した日（旦の（2）より事業  

の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して1ケ月  

を経過した日）又は都道府県知事が別に定める日のいずれか早い日までに別紙様式第4に  

よる報告書を都道府県知事に撞出し、都道府県知事は、前記報告書を受理したときは、必   

要な審査を行い、適正と認めたときはこれを取りまとめのうえ、翌年度4月末日（旦の（2）   

により事業の中止又は廃止わ承終を受けた場合にあっては、当弦承認通知を受理した日か  

ら起算して1か月を経過した日）までに厚生労働大臣に堆出しなければならない。  

（2）上記（1）以外の事業  

別紙様式第5による報告書を、事業の完了した日から起算して1ケ月を経過した日（旦   
の（2）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、当該承認通知を受理  

した日から起算して1か月を経過した日）又は翌年度4月末日のいずれか早い日ま・でに厚   

生労働大臣に提出しなければならない。  

（交付決定までの標準的期間）  

且 国は、交付申請書又は変更交付申請書が到達した日から起算して原則として2か月以内に   

交付の決定（決定の変更を含む。）を行うものとする。   

（補助金の概算払）  

週 厚生労働大臣は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承終額の範囲内にお   

いて概算払をすることができる。   

（実績報告）  

Ⅱ この補助金の事業実績報告は、次により行うものとする。  

（1）市及び福祉事務所を設置する町村が実施する母子家庭等就業・自立支援事業、母子家庭  

自立支援給付金事業及び母子自立支援プログラム策定等事業  

市町村長は、事業が完了した日＿から起算して1ケ月を経過した日（且の（2）より事業  

の中止又は廃止の承認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から起算して1ケ月  

を経過した日）又は都道府県知事が別に定める日のいずれか早い日までに別紙様式第4に  

よる報告書を都道府県知事に提出し、都道府県知事は、前記報告書を受理したときは、必   

要な審査を行い、適正と絡めたときはこれを取りまとめのうえ、翌年度4月末日（且の（2）  

により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、当該承認通知を受理した日か  

ら起算して1か月を経過した日）までに厚生労働大臣に捷出しなければならない。  

（2）上記（1）以外の事業  

別紙様式第5による報告書を、事業の完了した日から起算して1ケ月を経過した日（旦   

の（2）により事業の中止又は廃止の承認を受けた場合にあっては、当該承認通知を受理  

した日から起算して1か月を経過した日）又は翌年度4月末日のいずれか早い日までに厚   

生労働大臣に提出しなければならない。  

（補助金の返還）  

週 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補   

助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に返還すること   

を命ずる。   

（その他）  

迫 特別の事情により4、7、8及び11に定める算定方法、手続きによることができない場合   
には、あらかじめ厚生労働大臣の承謬を受けてその定めるところによるものとする。  

（補助金の返遷）  

止 厚生労働大臣は、交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補   

助金が交付されているときは、期限を定めて、その超える部分について国庫に返還すること   

を命ずる。   

（その他）  

週 特別の事情により4、6、7及び川に定める算定方法、手続きによることができない場合   

には、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けてその定めるところによるものとする。   
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別 表  別 表  

1区分  2種目  3基準額   4対象経費  5補助率  1区分  2種目  3基準額   4対象経費  5補助率  

母子家  母子家庭等就  母子家  母子家庭等就  
庭専対   庭等対   

策総合  菓・自  （5）の各事業については、事業毎の金額に、事業の  クー事業の実施に  策総合  業・自  （5）の各事業については、事業毎の金額に、事業の  クー事業の実施に  
支援事  支援事  

簑   費、報償費、資金、  業   費、報償費、賃金、  
・3事業を実施している場合  0．95   旅費、需用費（食  ・3事業を実施している場合  0．95   旅費、需用費（食  
・4事業を実施している場合  1．0   鴇費、印刷製本  ▼4事業を実施している場合  1．0   糧費、印刷製本  

費消耗口費）役  費、消耗品費）役  

1母子家庭寄託業・自立支援センター事業   務費（通信運搬  1母子家庭等就業・自立支援センター事業   務費（通信運搬  

（1）就業支援事業   
費）、委託料、使用  

（1）就業支援事業   
費）、委託料、使用  

料及び貸借料傭  
1センター当たり旦ユ迫』迫巴  

料及び貸借料、備  
1センター当たり、事斐の過当たり妾施日勤に応じ以  晶購入費  
下のア～りに定める金権  

ア過5日以下の室旅の場合旦1ヱ旦む週旦巴ノ  

イ遇6日妾施の揚合 鮎迫Z』⊆迫巴  

ウ胡78妾鮪の媛舎 監迫1』迫巴  

（2）就業支援練習会等事業  （2）就業支援維習会等事業  

1センター当たり 8，541．000円  1センター当たり 8，541，000円  

（3）就業情報提供事業  （3）就業情報提供事業  

1センター当たり 2，575，000円  1センター当たり 2，575，000円  

（4）在宅就業推進事業  （4）在宅就業推進事巣  

1センター当たり 2．000．000円  1センター当たり2．000，000円  

（5）母子家庭等地域生活支援事業  （5）母子家庭等地域生活支援事業  

1センター当たり、事業の凋当たり妾旛日数に応じ以  1センター当たり旦1遊里▲馳巴  

下のア～りに定める一金額  

ア遇5日婁族の開所のj身倉皇．皇盟遡迫巴  

イ週6計実態の場合 旦且』⊥旦！迫且  

ウ過7【】妾施の媛合 皇1退廷⊥鎚拉且  

（6）母子家庭等就業・自立支援センター  （6）母子寮塵等就業・自立支援センター  

指導職鼻養成セミナー事業  指導職貞養成セミナー事業  

1プロッタ当たり  上』迫ユ辿巴  1ブロック当たり  上▲旦出⊥旦迫巴  

一般市等就業・  一般市等就業・  
次により算出された額の合計額  自立支援事業の美  1／2  次により算出された額の合計額  自立支援事業の実  1／2  

2一般市事故業・自立支援事業   施に必要な報酬、  2一般市等就業・自立支援事業   施に必要な報酬、  
共済背、報償費、  共済費、報償費 
賃金、旅費、需用  、 貸金、旅費、需用  

費（食糧費、印刷  費（食槍費、印刷  
製本費、消耗品  製本費、消耗品  
費）、役務費（通借  費）、役務費（通信  
運搬費）、委託料、  運搬費）、委託料、  
使用料及び貸借  使用料及び貸借  
料、備品購入費  料、備品購入費  
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∽
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母子家庭等日常  
生活支援事業の実  
施に必要な報酬、  
貸金、報償費、旅  
費、需用費（印刷  
製本費）、役務費  
（通信運搬費）、  

委託料   

母子家  
庭等日  
常生活  
支援事  
業  

母子家庭等日常  
生活支援事業の実  
施に必要な報酬、  
貸金、報償費、旅  
費、需用費（印刷  
製本費）、役務費  

（通信運撤費）、  
委託料  

母子家  
庭等日  
常生活  
支援事  
業  

次により算出した額の合計額  

1事務費分   

1か所当たり1，204，000円  

次により算出した額の合計額  

1事務費分   

1か所当たり1．204．000円  

2 派遣手当分  

（1）子育て支援  

2 派遣手当分  

（1）子育て支援  

深夜、早朝以外の通常勤務時間（9：00～  
18：00）  

なお、講習会会場、そのほか適切な施設にて  
子育て支援をする場合については、次のイの  
単価とする。  

（ア）児童1人の場合  

深夜、早朝以外の通常勤務時間（9：00～  
18：00）  

なお、講習会会場、そのほか適切な施設にて  
子育て支援をする場合については、次のイの  
単価とする。  

（ア）児童1人の場合  

ア  

740円×延活動単位数  

（イ）児童2人の場合  

740円×延活動単位数×1．5  

（ウ）児童3人の場合  

740円×延活動単位数×2  

（エ）児童4人の場合  

740円×延活動単位数×2．5  

（オ）児童5人の場合  

740円×延活動単位数×3  

イ拝習全会場等  

1，110円×延活動単位数  

ウ早朝、深夜等（18：00～翌日9：00）   
なお、宿泊する場合については、宿泊分（22   
時～翌5時）の時間については次のエの単位   

とする。  

（ア）児童1人の場合  

920円×延活動単位数  

（イ）児童2人の場合  

920円×延活動単位数×1．5  

（ク）児童3人の場合  

920円×延活動単位数×2  

（エ）児童4人の場合  

920円×延活働単位数×2．5  

740円×延活動単位数   

（イ）児童2人の場合  

740円×延癌動単位数×1．5  

（ウ）児童3人の場合  

740円×延活動単位数×2  

（エ）児童4人の場合  

740円×延活動単位数×2．5  

（オ）児童5人の場合  

740円×延活動単位数×3  

イ誇習全会場等  

1，110円×延活動単位数  

り早朝、深夜等（18：00～翌日9：00）   
なお、宿泊する場合については、宿泊分（22   
時～翌5時）の時間については次のエの単位   

とする。   

（ア）児童1人の場合  

920円×琴活動単位数  

（イ）児童2人の場合  

920円×延活動単位数×1．5  

（ウ）児童3人の場合  

920円×延活動単位数×2  

（ェ）児童4人の場合  

920円×延活動単位数×2．5  



旧   

（オ）児童5人の場合  

920円×延活動単位数×3   

エ宿泊分  

3，680円×延児童数   

オ移動時間  

移動時間については、訪問先から次の派遣先  
に移動する場合について、次のように活動単  
位数を換算し、1，530円を乗じて得た額とする。  

1．530円×延活動単位数   

（ア）30分未満は、0単位   

（イ）30分以上1時間未満は、0．5単位   

（ウ）1時間以上は1単位  

（2）生活援助   

ア深夜、早朝以外の通常勤務時間（9：00～18：00）  

1．530円×延活動単位数   

イ早朝、深夜等（18：00～翌日9：00）  

1，910円×延活動単位数   

ウ移動時間  

移動時間については、坊間先から次の派遣先  
に移動する場合について、次のように活動単  
位数を換算し、1，530円を乗じて得た額とする。  

1，530円×延活動単位数   

（ア）30分未満は、0単位   

（イ）30分以上1時間未満は、0．5単位   

（ウ）1時間以上は1単位   

（オ）児童5人の場合  

920円×延活動単位数×3   

エ宿泊分  

3．680円×延児童数   

オ移動時間   

移動時聞については、訪問先から次の派遣先  
に移動する場合について、次のように活動単  
位数を換算し、1．530円を乗じて得た額とする。  

1．530円×延活動単位数   

（ア）30分未満は、0単位   

（イ）30分以上1時間未満は、0．5単位   

（ウ）i時間以上は1単位  

（2）生活援助   

ァ深夜、早朝以外の通常勤務時間（9：00・、一18：00）  

1，530円×延活動単位数   

イ早朝、深夜等（18：00～翌日9：00）  

1，910円×延活動単位数   

ウ移動時間  

移動時間については、訪問先から次の派遣先  
に移動する場合について、次のように活動単  
位数を換算し、1，530円を乗じて得た額とする。  

1，530円×延活動単位数   

（ア）30分乗瀞は、0単位   

（イ）30分以上1時間未満は、0，5単位   

（ウ）1時間以上は1単位  
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ひとり親家庭生活  1／2  ひとり  次により算出した額の合計額  
ひとり親家庭生活  

ひとり  次により算出した額の合計額  
支援事業の実施に  親家庭  支援事業の実施に   

親家庭  
必要な報酬、賃  生活支  必要な報酬、貨  

生活支  
援事業   金、報償費、旅費、  援事業  金、報償費、旅費、  

皇1旦呈乙塑也巴  需用費（食撮費、  
需用費（食糧費、  

消耗品費）、役務  1年活支援講習△  消耗品費）、役務  
2生活支援講習会事  

’音速搬費）  
費（通信運搬費）、  

土建』迫巴×吉井座開催回数  委託料、使用料及  土壁』迫巴×講座開催回数  委託料、使用料及  

び賃借料  
び賃借料  

2健康支援事業  
市町村  

が行う  が行う  

事業に  1か所当たり934．000円  事業に  
対して  

都道府  
3土日・夜間電話相談事業  都道府  

県が補  1か所当たり2，612．000円  県が補  
助する  

皇児童訪問援助事業  場合  
呈児童訪問援助事業   

（1）1回の訪問が1日場合  市町村   対して   助する 場合  （1）1回の訪問が1日場合  2／3  

7．660円×訪問延回数  7，660円×訪問延回数  

（2）1回の訪問が半日の場合  
（2）1回の訪問が半日の場合  

4，910円×訪問延回数  4，910円×訪問延回数  

4ひとり親家庭情報交換事業  
皇ひとり親家庭情報交換事業  

1か所当たり 213，000円  Ⅰか所当たり 213，000円  

母子家庭自立支援  母子家   母子家庭自立支援  
母子家   
庭自立  給付金事業の実施  庭自立  給付金事業の実施  

支援給  に必要な負担金、  支援給  に必要な負担金、  

補助及び交付金、  付金事 業   
補助及び交付金、  

付金事 業   扶助費   扶助費   

教育訓練経費の20％相当額  教育訓練経費の20％相当額  

（4，001円以上100，000円以下）  （4，001円以上100，000円以下）  

なお、教育訓練開始日が平成19年9月以前の場合  

教育訓練終審の40％相当額  

（8．001円以ヒ200．000以下）   

∽
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2高等技能訓練促進費等事業  2高等技能訓練促進費等事業  

（1う高等技能訓練促進費（母子及び寡婦福祉法施行  （1）高等技能訓練促進費（母子及び寡婦福祉法施行  

令（昭和39年政令第224号。以下「令」という。）第  令（昭和39年政令第224乳以下「令」という。）第  

30粂に基づく高等職業訓練促進給付金）  30粂に基づく高等職業訓練促進給付金）  

ア平成21年5月以前の月分に係る支給  

（ア）平成19年度以前に修業を開始した者  

103、000円×支給妊月数  

（イ）平成20年唐以後に修業を開始した者  

者 

103．000円×支給征月数  

b市町村民税課税世常に属する者  

51．500円×支給妊月数  

2 イ平成1年6月以後の月分に係る支給  

Z平成19年度以前に修業を開始した者  止ユ平成19年度以前に修業を開始した者  

141，000円×支給延月数  141，000円×支給延月数  

∠平成20年度以後に修業を朋始した者  地平成20年度以後に修業を開始した者  

1a市町村民税非昧税世帯に属する者  旦市町村民税非課税世帯に属する者  

141，000円×支給延月数  141．000円×支給延月数  

血ユ市町村民税課税世帯に属する者  上市町村民税課税世帯に属する者  

70，500円×支給延月数  70．500円×支給延月数  

（2）入学支援修了一時金（全第30粂の2に基づく高等  （2）入学支援修了一時金母子及び真嬉福祉法旅行  

職業訓練修了支援給付金）  合（昭和39年政令儀224阜■以下「合はいう∩）第  

30粂の2に基づく粛啓職業訓練修了支援給付金）  

ア 市町村民税非課税世帯に属する者  ア市町村民税非裸税世帯に属する者  

50，000円×支給件数  50，000円×支給件数  

イア以外の者  イア以外の者  

25，000円×支給件数  25．000円×支給件数  

母子自   次により算出した額の合計額   母子自立支援プ  母子自   次により算出した額の合計額   母子自立支援プ  
立支援  ログラム策定等事   立支援  ログラム策定等事   
プログ  ラム兼  1母子自立支援プログラム策定事業   業に必要な報酬、  プログ   1母子自立支援プログラム策定事業   

菓に必要な報酬、  
温飯皇貸金旅  ラム策  免償畳、賃金、旅  

定等事  1プログラム当たり 20，000円   費、需用費（消寺毛  定等事  1プログラム当たり 20，000円   費、需用費（消耗  

晶費、燃料費、印  業  
2就職準備支援コース事業   

晶費、燃料費、印  業  
2就職準備支援コース事業  別製本費）、役務  別製本費）、役務  

1人1か月当たり 30，000円（3か月を上限）   費（通信運搬費）、  1人1か見当たり 30．000円（3か月を上限）   費（通信運搬費）、  
委託料、共済費  委託料、共済費  

宅  
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＼
．
J
H
 
 
 



別紙様式羊1  

母子家庭等対策総合支援事業菜園庫補助金調書  
嘉；T痢＝l且l措官舎l市・由紙筒・禽℡Tl寸l貪  

地方公共団体  
匹  

歳入  ま出  
絹物率  備考  

歳出予井村E   交付決定の額  科目  予算現餞   収入済租  科日  予算現鑓   うち臼序袖助金  相当縫   支出済額   うち匡闇持削功会  当鎮  相  

円  円  円  円  円  円  円  

ロコ  

（注）  

1．r科目Jは．匝の慮出予算科目の区分に対応する部分まで区分して記駄すること．  

2．「予算現帆は、鑓入にあっては．当初予算旬L袖正予算輯等の区分を、慮出にあっては．当初予井凱純正予算臥千鶴資支出臥充用せ渡臨写の区分を明らかにして記放すること．  

3，「鵬考」は、参考となるぺき事項を適宜記捜すること．   

別丑ほ式儀1  

母子家庭等対策総合支媛事業費国庫補助金調香  
触；書打電I一拍含血嵩・lわ引hb・南■一義寸1三R  

地方公共l卦体  

笹  
慮入  慮出  

相戦串  怜考  

鼠出予算制月   交付決定の紡  科目  予算現絨   収入済領  韓日  予耳秋用   うち一句咋細物金  相当額   支出済側   うち【塾秤細物金  柏当随  

円  円  円  円  円  円  円  

轟  

（注）  

1．「科白」は、団の慮出予井村自の区分に対応する部分手で区分して記鼓すること．  

2．r予算現嘲」は．慮入にあっては、当初予算乱用正千丈鵠等の区分を、歳出にあっては、当初千舟舗、相正予耳臥干鵬策支出臥充用増減q等の区分を明らかにして記載すること．  

3．＝断筆」は∴参考となるぺき事項を適宜記鼓すること．   
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番  号  

平成  年  月  日  

別紙様式第2  番  号  

平成  年  月  日  

別紙様式第2  

厚 生 労 働 大 臣 殿  厚 生 労働 大 臣 殿  

市 町 村 長 印  市 町 村 長 印  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金の交付申請について  母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金の交付申請について  

標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。  標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。  

1 国庫補助金交付申請額  金  1 国庫補助金交付申請額  金  

母子家庭等就業・自立支援事業（一般市等庇業・支援自立支援事業）  

金  円  

母子家庭自立支援給付金事業  金  円  

母子自立支援プログラム策定等事業 金  円  

2 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額調書（別表1）  

3 母子家庭等対策総合支嘩事業計画書（平畔誇‖‖001号厚生  

蜘・DV対農等総合支援事業及び母子家庭  
等対策総合支抑  

聯こよる事業計画書）   
（添付書類）  

（1） 当核年度の歳入歳出予算（見込）書、抄本（当該補助事業の支出予定額を備考欄  

に明記すること。）  

（2） その他参考となる資料   

母子家庭等就業・自立支援事業（一般市等就農・支援自立支援事業）  

金  円  

母子家庭自立支援給付金事業  金  円  

母子自立支援プログラム策定等事業 金  円  

2 母子家庭筆対策総合支援事業費国庫補助金所要額調書（別表1）  

3 母子家庭等対策総合支頓事業内訳書（別表2）  

（添付書類）  

（1） 当該年度の歳入歳出予算（見込）書、抄本（当該補助事業の支出予定額を備考柵  

に明記すること。）  

（2） その他参考となる資料  



（別釦）  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額調書  

（市町村名）  

区  分   ：■  美  名   紐讐蒜▼   

ヽ   
l■   】】   C   

R   

D  
R   

E  f  

R   

G  円   li R  

母子夏鳥零封第毒亀倉支援事業  母子置庭草競馬一色立夏填事業 ト椴帯革 レー2  

些  
杜羞・さ立支援事煮）  

盈耳・野庭自寸号1i按1寸＆1藍  
ユ／ヰ  

母子邑立支援プログラム策定隻手秦  llIハ○  

合    計  

（l已最上の撼）  

l本童は・ホ及び射止事務所紺t十研削朽うト舵市事故毒・自立東研勤（市町桝〉在校御相計「母子餌自立真如付帥乳（印材の正接補助粥）及びー母子自立支援プログラム爾露草亭乳 （市町村の祉嬢補助事業）について記♯するこL  
2E膚には、本通知に有畑相川印陀儀入ナること  

3F鵬にlま、各事業＝とにC軋D冊及びE仙とを比較して．最も少ないⅥを記入十ること．  

4G蘭には、各亭幕ごとにFl織のmをた入すろこと．  

5H肌こは、G梱の抑こ1／が母子留鳥自立支塩拷付帥幕については3／4、母子自立支援プログラム策研草葉について■ilO／10－を乗じた－陀記入するこL（事業ごと一議出さ九た鮒こ1．00D円東浦の轍 が生じた場合は 
、これを切捨てるbのとする．）   

（別表‖  

母子家庭等対策総合支援串英資国舶術助金所要額調音  

（市町村名）  

区  分   事  零  名   馳事業す   

人   
R   

B   

円   
t：   

R   

D  

円   
E  
R   ア  

■l  

G   円   H  l■  

母子賃饉等対策総合支援：群集  母子家庭等微震・昌．正真媛事業  l／2  

ト般市等t黛・自立王往事業）  

振  且立夏且艶色也  
コ／4  

ユ／4  

玉豊丘厳正遽鑑  遣蟄旺皇  

母子自立ま櫨プログラム策走蔓事業  
＝l／川  

合    f†  

（‡已戴上の注意）  

1≠根・市政び胴止耶方取組する町打が行研一敗市報業・自立三脚勤一再町村の正接捕脚秦）・r母子享忘自立支援儲付帥鋸市仰の証銅助専科及びー母胡立支頓プログラム策定鞘乳 （市町村の正捜補助事象）について記厳十ること．  
2E附こは．本通知lこ定める基準相きだ入するこL  

3F恥こ札各事業ごとにC札DI嶋及びEl■とを比較して、最も少ないⅦを記入すること．  

4Gl一には．各事業ごとにF憮の渾を記入するこL  

SH恥こは・G軸の榔こ1／2（母子寄島自立芝舶付金華業についてIi3／ヰ・母手自立支援プログラム策定印篭についてIi10／1のを軋た積を記入すること，揮乗ごとに耳出された掛こl．000円未満場数 が生じた場合Ii 
、これを切絶てるものとナる．）   
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旧   
新  

（別蓑2－の）  

母子豪庭等対策総合支援事業内訳書  

⊥芦・自立支脚装卜腑捕鮫数的脚  

」盟盈去月里蓋  

鮫薮支援旺習全室迎崖  

3紆韮†＃軸捻肋耶－  

手滋庇静仙撼雌活古郡l【農事  

舘菅秒な円細鮨風の配・‡  

3鮫韮†柑櫛眺1－ 3鮫澄冊動静l蛸簑  

1自治肱当たり2．DOO．000  

4無事級別巨辿耶■ 4拝字創・茶棚胴一業  

支離地腿活貰  

全址班 巴 金出超 巴  

（肘挑軌こついては＿鮒鎚純劇の区別亜札止済敵組胎軋Ⅶ金・醐・膚用軋摘智筍】ごとlこ鵬内訳  

阜
○
 
 
 



新  旧   

虚吐畳≧二塁上  
（2）母子定庭内☆せ用捨付・命叫一基   

∩姉賽内奔   
韮盈匁  玉造姓温室   

1自立音捷拙者訓象l盲盆付命邪教  支給性虫  

2．慮筍指経机抽l駅it机，宰相【蔀   

（1）高等桔能訓細胞独尊  主監延性温1誌且鬼1  

（2）入牽支援條丁一勝命  支給塩生  

避郁韮肉桑についてノくンフレット等の鉦細が分かろ首線がある牌合には．別添とLて添付すること．  

凸組拉  

基墾臨  

紘姓区立  血盟凸盟   鑑温区公  姐諷白瓜  

1．自立暫1卦教育畑j油絵付  1．自立す措教育j別納給付  
金韮盈  血生義  

2．高等播植鮒紬促i地相鞘ミけ嚢  2．高等指憮蝕ほk膵i肌穆僻】＃金  

【1】悪評†封乱訓拙  （l）お；笥指熊訓抽  

促進致  但並盟   ア王匹成柑年J℡以舶に蛙金利肌色Lた着  
141．0（）0円×（支給征月故）  

イ平成20年度以絶に腹巻射m始Lた者 （ア）市”丁榊陸相弛ま製織北都に圧すろ着  

141．000円×（支絵妊月払）  
（イ）市町村毘経理線世杵に瓜する者  

70．500円×（支給班月故）  

二畦金  
5（】．000円×（青捻挫故）  

（イ＝宵町村民税躁劇l肌削こ臨する岩  
25．000円X一昔給件数1  

小計   円  小計   円  
仝上土班  巴   全数皿  巴  

【沌‖射鮎腋秒韮電廿摘についてIi＿肘独鈷斗サの区分【旬1坦命．洲制I及び守付合．扶助哲）ごとに相原内訳身紀司推すること．   

阜
一
 
 
 



新  旧   

（別表2－（勤）  

r3）母子自立曹操プログラム旋倉答事集   

∩事業内容  

1．母子自立電探プログラム苦  プログラム策爵件数  
盤  

細2阿以上のヰーの  蛙  

墓羞凸査  
できるだけ謙細に記赴すること）  

2．j肝脳鰭傭盲傍コース事業  重畳塞A旦  
A  

量墓血査  

書内容について．パンフレット専の性細が分かる瞥料がある貴書合には．別添♪しで添イ寸すること．  

D経費  

基準猛  

盈蒙広丘   盟簑血妃   凰簑」乙盆  嵐姐狙  

音標プログラム笥  】＿息子自立音標プログラム賃  

1．母子自立 定竪重量  産室蓋墓  20．000円×（プログラム策定件数）  

2．駄唸追儲支援コース事業  2．鰍I註謹傭支援コース事業  

ー
N
 
 
 



番  号  

平成  年  月  日  

別紙様式第 3  番  号  

平成  年  月  日  

別紙様式第 3  

厚 生 労 働 大 臣 殿  厚 生 労 働 大 臣 殿  

都道府県知事  

指定都市市長  印  

中核市市長  

都道府県知事  

指定都市市長  印  

中核市市長  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金の交付申請について   母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金の交付申請について   

標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。  

1 国庫補助金交付申請額  金  円  

2 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額調書（別表1）  

3 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額明細書（別表2）  

4 申子家庭等対策総合支援事業計画書（平成17年11月11日雇児発第1111001号厚生  

労働省雇用均等・児童家庭局長通知の「児童虐待・DV対策等総合支援事業及び母子家産   

等対策総合支援事業の実施について」の別紙「児童虐待・DV対策等総合支援事業及び母   

子家庭等対策総合支援事業実施要綱」の第4による事業計画書）  

（添付書類）  

（1） 当該年度の歳入歳出予算（見込）書、抄本（当該補助事業の支出予定額を備考欄  

に明記すること。）  

（2） その他参考となる資料   

標記について、次により国庫補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請する。  

1 国庫補助金交付申請額  金  円  

2 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額調書（別表1）  

3 母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額明細書（別表2）  

4 母子家庭等対策総合支援事業内訳書（別表3）  

阜
∽
 
 

（添付書類）  

（1） 当該年度の歳入歳出予算（見込）書、抄本（当該補助事業の支出予定額を備考欄  

に明記すること。）  

（2） その他参考となる資料  



（別表1）  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額調書  
I書粛筑粛・中性南島）  

区分  事  象  も  総事業★   
▲  
■  Il  

C  

R  ■  
之  
R  

下  
l勺  

G  H  
lI  ll  

母子震度寧村詩誌含ま横車欄   良子車旺竿亀＃・－立東榎事案  
l／2  

（良子繁毎琴た蒜・自立王揖モンク一事業〉  

■l■胃■  l／2  
什t■】下  

母子徴喀射★生活支援事業中一★q  楽1  蔵2  

l／2  

ひとり牧田拍惜別＝欄ト」盟出  資き  t●  

ユ／l  

慮手書農■甘薯I暮披1寸■暮書  

lO／lO  
母子自立貢捜プログラム策t響事＃  

倉  l十  

（た畿上の1王書）  

1事大11．≠遽府県が行う事集（¶正晴¶．撫せ鴨簡及び中枕簡の正♯≠助事績〉．市町村がけ，事＃に村して書道肝■が鎗鴫ナる事＃（市町村の励♯t勤暮舞‖こついて以下㌢－7に暮づさ・E入  
ナろことな札簡1び橿縫暮抹新城■十研竹が什～ト帥寧枕集・白土文枝暮れ（市町村の江橡籠助事簾）・l母子t烏自立支援♯け量書籍一川叩村の暮撞≠物事菓ほぴl母子■立夏援  

プロダフ▲粛正■暮蕪」（巾町村の暮穫1一助事載）については．別紙胱▼2の別鼓lに】鼠入ナろこL  

2E閤には、≠通知l；重班鑓維入ナろ＝L  

さ Fl■に11．各事瀾ごとにCIH．D■及び∑■とセ比較Lて、最も少ない傭セ】見入十るこL  

4Gl■に11．平成15年6月188覆兜礪発井0018001キー土方≠省橿用均■・兜暮手島轟壬丘Ⅶ祉賊通知の「母子極尊8書生拝ま往事集の円汁な遷書についてJの別鋏2の瞥用人蝮事撫に上  

る■飯干せ朝の合計錆色一己入ナろこと．  

5 H≠lこ11、尊書♯ごとにF伽・ちG■i生し引いたす絶入ナること  
81Hには．HMの¶に1／2（析軸i立王捜給付食事縛については3／4、量子■立夏捜ブ○ダウ▲簾手篭事餞については10／10〉象乗じたⅥtたセナること（事禦ごとに井出された疇lこ1・000円  
兼職の疇数が生じた柑11．こht切牡てるものと十る．）  

7なお．虫干下島等8★生活東榎一幕及びひとりt壬踵生活ま蹟事集の十■r＃分の各■の¶は．別ま2の①及tペ匹〉r＃1－※4Jの生す象E入十ること   

（別衰1）  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額調裔  
r航；1府l■・雷書館拡1鴨・中級1鴨亀）  

l五 分  事  羊  毛  諸事毛■   寄付金モの】■ の収入千畑   ●書Iす （▲－B）   

■l  ■  
⊂  
R  

D  ll  
r  

l■  
r  ■  G  

l■  

≠  
ll  ■  

母子震踵嶋村策艶色ま蹟事集  l／2  

（侵子羊馬琴た■・さ立夏伊センター暮租  

●l■■■  1／2  
l■虚t欄  

楽1  瀕2  
ホ■一軒分  

■1■l■■  1／2  
什豪■｛  ／  

累き  書」  

ユ／4  

旦三重丘1立■廿書け♯曹川井I虫什●暮■  

振  基  
ユ／l  

lO／1（l  

母子さ正ま蹟7■口′テ▲犀徒事事轟  

奮  I†  

（紀故上の注意）  

1♯食は．ホ遭府■がけう＊＃（≠正晴■．楕癒♯ホ1び中抹蘭の江抜仙助事覿〉．柵和が行う事需lこ付して≠遭府■が櫨肋十る事集（ホ町村の㈹糠欄勤事象）について以下2－7に■づさtE入  
するこLな札簡1び犠址暮難所t拉■ナる町仲がけうー一騎ホ響t■・a玉東捜暮■J（市町けの正撞■肋事業）．1取手東庄血立王横線付食事需一（市町けの書排礁助暮t）及びⅦ干さ立文挟  
プ○ダブ▲ト食事暮♯J（簡町村のt横欄物事鶉〉については．別状機式：書2の別賛1にI已入十ること．  

2E伽には．♯通知1；互生出鴫引把入十ること．  

3 F叫には、各事零ごとにC■、D■及びE椚と亡比緻Lて．最も少ない慎引巳入ナること  

4Gtlにtl、平成1五和月1馴引■几積顎▼0618001青書生芳■雀雇用均寧・兜t書名鳥篭島橿址鶉最適加のー優子t良筆ロ★生活士枚事業の円汁な遭tについて一の別紙2の食用■他墓鑓に上  

る徴収千せすの倉II疇維入すること．  

5 Hれにl士、各事業ごとにFt■かちG■姥し引いた廿とた入するニヒ  
6Ⅰ■には、H■の¶lこ1／2く豊子暮庇■立文壇徒付食事幕についてはき／4．母子禽立貪捜プログラム胃電年■＃については10／ユD）班じた傭経書十ること（事♯ごとに＃出された研に1・000円  
兼濃の≠舌が生じた場合は、こ九印檜てるものと十る．）  

7なお．母子青島等自書生活文煉暮♯及びひとり醜ま島生活ま積事象の市町村分の各¶の甘は．別責2の0及び◎のl＃1一難4Jの量積舎兄入ナること・  
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（別表2－①）  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額明細書  

（1）母子家庭等日常生活支援事業  【都道府県名）  

市■丁何も  捜亭零T   t引q （F－G）  

▲  ℡  
R  R  

C  
R  

D  
■  

三  F  

R  R  

G  
R  

l】  

l■  M  R  

K  L  
■l  R  

堰1  致2  

合計  

（紀免上の】生意）  

1♯賽には、母子零度等巳書生括真恨事幕のうち．東町村が行う専業に対Lて軒並府県が抽助する事蕪怖町村の間族補助す某）のみを紀入L、都道府県、指定も市政び中隋帯の正接繍助事業についてl主、  

記入の必要がないニヒ（正接補助専業については、別表1に記入のこと）  

2CIMにIi．市町村ごとlこん開からβ㈹を差し引いたⅦを正人すること．  

3El耶こは、市町村二とに本通知にためる基準Ⅶを記入すろこヒ  

4FI一には、市町村＝とにCI■、D佃及びE伽とを比較して．最も少ない礪を記入すること  

5G偶には、市町村ごとに平成15年6月188雇児Ⅷ賢笥挑18001号厚生労働省苺用均等・児童家島几夏鍾≠吐乳是通知の「母子草庭草日駕生活真横事業の円滑な耳管について」の別紙2のき用負担基準  

に上る徴収千拒積の合t十1随を】巳入すること．  

8 H榊には、市れ‾抒ごとにF雷■からG髄を差し引いた濱を；已入すること．  

71tMに－もH暮■の市町村合計甘に3／4を乗じた礪を記入するこL  

8K榊には、t榊臼蘭とを比較して、いす九か少ない方のⅦを記入すろこと．  

9L糊には、K仰の祁に2／3を最じた積を記入すろこと．【1．∝旧円未檎の嬉数が生じた場合Ii、これを卯檜てるものとする．〉   

（別表2－（D）  

母子家庭等対策総合支援事業費国庫補助金所要額明細書  

（1）母子家庭等日常生活支援非業  ㈲遭府県名）  

r∴」⊂＝＝  

市■丁け名  】恕：■篭甘   寄付金その他 の収入子鹿tl   

℡  
R  R  

C  

■l  

D  

R  

E  

R  

F  

R  

G  

円  
H  
円  門  ■  

K  L  
■  円  

溢  

葱1  堂没  
合計  

（I已厳上の注意）  

l本妻には、母子徴底等ロー生活ま仕事莞のうち、市町村が行うー美に対して都道府舶補助する事芸（市町村の間接補助事業）のみを把入し、筍道府県、指尭筍市政び中條市の正枝補助不義についてIi・  

記入の必寒がないこと．（直積繍助苓蕪lこついてIi．別鼓1に記入のこと．）  

2CIMには、市町村ごとにAl仙トらB冊を蓋し引いた硝を記入寸ること．  

3E間には．市■r村ごとに♯；塾知に産める吉雄¶を記入ナるこヒ  

4Fl柵には、市町打ごとにC泄l、D佃及びEIHとを比捜して、最も少ない碑を記入すること．  

5G愉lこは、市町村ごとに平成15年6月18日曜児は舞第0618∞1号厚生努隅￥雇用均等・児童家産局在曙Ⅶ址喋畏通知のー母子家庭等口鷺生活支援¶幕の円汁な聾曾についてJの別紙2の算用■旭基準  

lニュる徴収千布Ⅶの含tH腋を戻入すること．  

6 H榔にIi、市町廿ごとにF掛からC間を毒し引いた膚を記入すること．  

7】偶にIi、H柵の市町打合計積に3／4を兼じた¶をT己入すること．  

8K綱にlも川l臼蘭とを比較して、いす九か少ない方の積を記入すること．  

9L柵には、KIRの積tこ2／詑乗じた概を記入すること．（1．000円未靖の端数が生じた払含は、これを切檜てるbのとすろ．）   
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（別表2一（診）  

（2）ひとり親家庭生活支援事業  憮道府県名）  

市町欄名  絶事黒井   

▲  
R  

も  
R  

C  

R  

n  

R  

丁  
円  

F  

R  

G  H  

些  

漉ユ  書  
合計  

（記蠍上の往昔）  

ては、  
記入の必事がないこと．（虹鮒▲助事業については、別♯lにR入のこと．）  

2C憫には、市町村ごとに▲㈲・らBれはし引いた疇を記入ナること．  

3モ肌こ軋市町村ごとに♯通知tこせめる纂攣犠をセ入十ること・  

4F憫には、市町村ごと1こCt■、DI■及びE爛と象比較して・最も少ない爛像七人すること・  

5Gt■に軋F憫の市町村合計額lこさ／4象彙じた疇を記入ナること・  

6‖■には、G慎とH嶋とぉ比較して．いでれか少ない方の疇有紀入すること・  

丁川には、Ⅰ嘲の訊こ2／絶景じた－陀た入†ること（－・∞OR未満の頗が生じた場帥、これを切捨て机のと十る・）   

（別喪2－（む）  

（2）ひとり挽家庭生活支援平楽   （都道府欄席）  

市■r村名  の収入チtⅦ   
細事疇鷺   

▲  
R  

且  
R  

l二  

R  

D  

R  

r  

R  

下  T  

R  

G  H  

振  

；蔵3  

合計  

（記t上の注意）  

て1  

記入の必賽がないこと．（正枝≠助事集については、別喪lに正人のこと．）  

2Cl附こたL市町村ごとlコ用肋・ウB椚を重し引いた儀を記入十ること・  

3El■には、市町村ごとに車道知に在める壬坤¶有色入すること．  

4FI■には、市町村ごとにCtl、Dl，l及びt椚と象比愴して．たも少ない簡をE入ナること・  

5Gt■lこI士、F憫の市町精舎計Ⅶに3／ヰをtじた礪を記入十ること．  

61憫lこは、G隅とHt■とを比紋して．いでれか少ない方のⅦセ取入ナること．  

7州には、t仰）仙こ2／強兼じた－陀混入十ること・（l・○00円未満の嬢削哩じた横合は・これを切個て弘のとする・）   
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